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令和５年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【  真岡市  】   

 

令和５年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

真岡市外国人児童生徒教育研究会構成 

・ 真岡市学校教育課教育政策係 2名 

・ 外国人児童生徒教育拠点校 

     日本語教室担当者 13名 

     研究会事務局校長 1名 

・ 日本語教室指導助手 2名 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

 

（1）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

  真岡市外国人児童生徒教育研究会の開催 

 外国人児童生徒拠点校運営ノウハウの共有、意見交換 

 効果的な日本語指導法・異文化理解に関する研修 

 各校の指導の現状と課題の共有 

 指導環境整備の現状と課題等に関する協議及び意見交換 

（2）学校における指導体制の構築 

  外国人児童生徒教育拠点校とその他の学校への支援体制の構築 

 日本語教室指導助手による拠点校巡回指導の実施 

 学校からの要請により、日本語教室指導助手、外国人児童生徒支援協力者を派遣し、児童生徒及び保

護者への翻訳・通訳支援を実施 

（3）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

 「特別の教育課程」の編成と実施について依頼 

 個別の指導計画に基づいた指導実践についての研修と支援 

 「特別の教育課程編成・実施報告」の作成と評価について共通理解を図り、次年度の計画作

成に向けた相談と支援を実施 

（4）成果の普及 

 真岡市で発行する教育要覧に実践の概要を掲載し、ホームページで公開 

（７）ICTを活用した教育・支援 

 拠点校でのE-Traノート（多言語ＷＥＢ連絡帳）の活用 

（10）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

 真岡市日本語教室指導助手を外国人児童生徒教育拠点校8校に巡回派遣（日本語指導、通訳・翻訳

） 

 外国人児童生徒支援協力者を各学校からの要請により、随時派遣（通訳・翻訳） 

 学校からの要請により、上記指導助手及び協力者で対応できない言語については、宇都宮

大学国際学部多文化公共圏センターや公益財団法人栃木県国際交流協会に依頼し、通訳・

翻訳の支援を行う協力者を随時派遣 

 



３．成果と課題  

成果○ 課題◆  

（1）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

○ 指導者同士が互いの授業を見る活動が再開でき、日本語指導教室での指導について参加者で考えることが

できた。 

○ 指導主事による講話を通して、児童生徒の実態に応じたスモールステップの工夫の重要性を理解

することができた。 

 本市小中学校には一定数、日本語能力が全く無い状態の児童生徒が編入学してきている現状が

改めて確認された。多言語への対応と同様に、日本語初期指導への対応、支援の充実を進めて

いきたいと考える。 

（2）学校における指導体制の構築 

○ 昨年度に引き続き、人的ソースの運用継続と同時にICTを活用した支援の充実を継続的に取り組

むことができた。 

○ 多言語対応をするために、学校の実態に応じて臨時で支援してくれる外国人支援者も充実し、多言語連絡シ

ステムの運用と並行して進めることができた。 

 本市在住の外国人の国別の比率はここ数年で大きく変容してきている。日本語能力が無いままに編入学して

くる児童生徒もいるため、これらの状況に対して支援をできる指導員の導入を検討していく 

（3）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

○ 児童生徒への指導方法の工夫や個別の指導計画に基づく効果的な指導の工夫について理解を

深めることができた 

○ 書くことに関する指導方法に焦点をあて、研究授業を実施し、具体的な指導スキルや指導上の留

意点について理解を深めることができた 

○ 日本語教室指導担当者の意識や知識、スキルに高まりが見られた 

 教員個々の努力により培われた指導スキルの共有と継承 

（4）成果の普及 

○ 市内外の外国人児童生徒教育の向上につながる情報提供を行うことができた 

○ 情報提供により、外国人児童生徒の教育環境を整え、多文化共生社会に向けた取組の充実を図

ることができた 

◆  普及促進を図るためより多くの場での情報発信が必要 

（７）ICTを活用した教育・支援 

○ ２年間、運用を実施した結果、簡単な連絡や突発的な連絡において一定の使用があった。 

◆  多言語連絡システムは運用における教師、保護者の負担が大きく、次年度以降、別のシステムを利用してい

くことを計画している 

（10）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

○ 児童生徒に対し、母語を通したきめ細かな指導支援を行うことで、日本語及び教科学習への理解

を深めることができた 

○ 学校生活の中で母語を用いた支援が受けられることにより、児童生徒の居場所ができ、心の安定

に大きな役割を果たした 

○ 保護者からの相談に対し、母語で対応できることで、学校への理解と協力を得ることができ、家庭と

の信頼関係を築くことができた 

○ 指導助手の派遣を介して、各拠点校が指導のノウハウや教材等を共有し、生かすことができた 

◆  外国人児童生徒の多国籍化による少数言語への対応体制強化（ICTを活用した支援の充実、外部団体との協

力体制の充実） 

◆  日本語初期指導に対応できる指導員の活用を検討し、実施していく 

 

 

 

 

 

 

 



本事業で対応した幼児・児童

生徒数 

 

幼稚園等 小学校 中学校 
義務教育 

学校 
高等学校 

中等教育 

学校 

特別支援 

学校 

人 
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うち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒数 
 

 

130 人 

（  5校） 

 

 

18 人 

（ 3校） 

 

 

人 

（   校） 
 

 

人 

（   校） 

 

 

人 

（   校） 
 

 

人 

（   校） 

 

４．その他（今後の取組予定等） 

・ ICTを活用した支援の充実など、市独自に様々な言語に対応できる支援体制を構築していけるよう調整を

進めていく 

 

 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、担当者・連絡先欄を除き、様式９（添付１）の５．成果イメージ資料のポンチ絵と

併せて、文部科学省ホームページで公開する。 


